
資料１－参考資料 

 

海事局 運航労務課



最低年齢（第１．１規則） 

最低年齢に達していない者は、船内で雇用され若しくは従業し、又は労働してはならない。

船内労働

最低年齢に達していない者は、船内で雇用され若しくは従業し、又は労働してはならない。

16歳未満の者

改正事項 
改正 

船内労働16歳未満の者

午前０時から午前５時までの間
を含む少なくとも 時間を対象

18歳未満の者 夜間における労働

を含む少なくとも９時間を対象

歳未満 者 夜間 おける労働

夜間労働の例外 
• 効果的な訓練が損なわれる場合 
• 次の要件を満たす場合 

務 練職務の特性上又は訓練計画上、夜間に
おける職務に従事する必要があるとき。 
主務官庁が関係労使と協議の上、当該労
働が当該船員の健康又は福祉を害するも

はな と決定するときのではないと決定するとき。

危険作業（安全又は健康
を損なう恐れのあるもの）を損なう恐れのあるもの）
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健康証明書（第１．２規則） 

船員は、職務に従事するために医学的に適していると証明されない限り、船内で労働してはならない。船員は、職務に従事するために医学的に適していると証明されない限り、船内で労働してはならない。

健康検査受診

医師 船員 
康

健康証明書記載事項
健康証明書 

（STCW条約のものでも可） 

健康証明書記載事項
•聴力及び視力基準を満足 
•色神（特定職種のみ）基準を満足 
•海上労働に適した健康状態 英文付記 

（国際航海）

改正 

再検査受診可 

不合格又は就労制限が付された場合 

第三者の医師 
医事審査員

就労 

（国際航海）

医事審査員 

健康証明書の有効期間…2年（18歳未満は1年）健康証明書 有効期間 年（ 歳未満 年）
色神に関する証明書の有効期間…6年 

緊急の場合…主務官庁は健康証明書取得可能な次港ま
で健康証明書なしで労働許可（最大３か月）可能
航海中に満了した健康証明書…健康証明書取得可能な
次港まで有効（最大3か月） 
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船員の雇用契約（第２．１規則） 

船員
船舶所有者 

条 等
改正 

船員労働条件等の明示

同意

双方署名の上 
雇用契約書作成 原本所持 原本所持

船員は船内の自己の勤務に関する事
項を記載する文書の交付を受ける 雇用契約書作成原本所持 原本所持

• 船員の氏名、生年月日、出生地 
• 船舶所有者の氏名等 
• 雇用契約締結場所及び年月日船

（
雇

改正 

• 雇用契約締結場所及び年月日 
• 職務、賃金、有給休暇 
• 雇用契約の終了条件 

期間の定めのない雇用契約 
期間の定めのある雇用契約

労働協約 

諸条件につき
参照可能 

船
内
で
利
用
可

雇
用
契
約
書
の 期間の定めのある雇用契約 

特定航海のみ有効な雇用契約 
• 社会保障 
• 送還の権利 
• 労働協約への参照

可
能 

の
写
し
） 

• 労働協約への参照
• その他国内法に定める事項 

• 雇用契約書及び労働協約が英語でない場合… 
①契約書の基準様式＋②労働協約のうち 対象分野 に いて英語で利用可能とする と

改正 

①契約書の基準様式＋②労働協約のうちPSC対象分野 について英語で利用可能とすること。

• 船員雇用契約を解除するための最低予告期間…最低7日（関係労使と協議の上加盟国が決定） 
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賃金（第２．２規則） 

給与明細本人同意以外の通貨で
支払 た場合 通貨換

改正 

船員 船舶所有者 

（１箇月ごとに支払われるべき金額及び
支払われた金額の明細（賃金、付加的
給与、為替換算率等）） 

支払った場合は通貨換
算率を記載 

給与 全額払 額払
通貨払 
一定期日払（1か月） 

所得の一部又は全部を家
族へ送金可 
（本人が希望した場合）（本 希 場合）

銀行口座又は類似の方法により定期的に送金 
船 指定 者 直 滞 送金

家族 
船員の指定した者へ直接かつ遅滞なく送金

• 家族送金に係る料金は、妥当な金額であること。 
• 通貨の為替換算率は 原則国内法令に従い 一般的な市場相場又は公式に• 通貨の為替換算率は、原則国内法令に従い、 般的な市場相場又は公式に
公表された相場であり、かつ、船員にとって不利とならないものとすること。 
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労働時間又は休息時間（第２．３規則） 

時最長労働時間
２４時間につき１４時間 
７日間につき７２時間 

最短休息時間
加盟国  いずれかを規定 

船長に対する規制

改正 

最短休息時間
２４時間につき１０時間 
７日間につき７７時間 

船員の通常の労働時間 
１日８時間 基礎

船長に対する規制
は労使協定により

例外可能 

１日８時間
１週間当たり１日の休日及び公の休日  基礎

休息時間は２分割が可能 
片方は６時間以上 

休息時間 
休息 
時間 

労働時間 

休息時間の間隔は14時間以下
6h以上  14h以内 

24h 労使協定により 
例外可能 改正 

• 操練等の強制的訓練は休息時間の妨害を最少とし、かつ、疲労を引き起こさない方法によって行う。 
• 機関区域が無人である場合のように船員が待機の状態にある場合において、労働のための呼出しに

より通常の休息時間が妨げられたときは、当該船員は、適切な補償の休息時間が与えられる。 

船内労働の取決めに関する表 
(a) 海上及び港における業務の予定 
(b) 最長労働時間又は最短休息時間 

船員の毎日の労働時間
又は休息時間の記録 

作業言語及び英語による 
標準様式で作成 

船員が容易に確認できる
場所に掲示  記録の写しを船員に交付 
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送還（第２．５規則） 

船員が送還される権利を有する場合
法令又は協約に規定 
• 送還すべき状況 員 場

• 海外で雇用契約が終了 
• 船舶所有者が雇用契約を解除 
• 船員が正当な理由により雇用契約を解除 
• 船員が職務遂行不能又は特定状況下で職務遂行の見込みなし

• 権利取得に必要勤務期間 
（最長12カ月） 

• 送還の目的地、輸送方法、
対象とされる費用の項目等 船員 職務 行 能 特定状況 職務 行 見込

契約終了・契約終
下船 

送還に関する国内
目的地

輸送方法 

船舶所有者が費用負担船舶所有者が費用負担⇒⇒船員から費用を徴収してはならない。船員から費用を徴収してはならない。  

規定を船内に備える 目的地  改正

船舶所有者が費用を負担できなかった場合 

措置
旗国政府に
代わり措置可

船舶の旗国政府  船員の出身国政府 
送還元の国の政府

代わり措置可 

費用
回収

抑留 

船舶所有者の
船舶  送還元 国 政府回収

費用回収 船舶所有者 
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居住設備及び娯楽設備（第３．１ 規則 ） 

設備の 般要件

改正 

※赤枠は国内法令の改正を要する事項 

設備の一般要件 
居住設備の天井高203cm以上、適切に防熱 
照明及び排水設備を設ける 
騒音及び振動、その他環境の要素、化学物質からの危険の防止 

寝室（床面積要件あり） 

非旅客船  旅客船・特殊目的船

船長、機関長、一等航海士には 
寝室と居室、執務室を供与 

船舶の中央部又
は船尾部の満載

吃水線より上 

原則個室 職員以外…相部屋可

• 寝室は男女別 
• 個別の寝台を設置(L198×W180cm) 
• 船倉・貨物室等から直接寝室へ入口

設置を禁止原則個室
(特殊目的船は四人超可） • 各部屋にロッカー、机等を設置 

食堂  衛生設備  個別設備が
ない場合 

６人当たり

非旅客船
の寝室に洗

寝室・食堂
に自然又は

寝室から離れた場所で可能な
限り調理室の近くに設置 
（十分な広さを有すること。） 

６人当たり
１つ設備 

の寝室に洗
面台を設置 人口の照明 

その他

病室設備

職務外に利用
できる場所(解
放された甲板

エアコン 

その他

病室設備
船員１５人以上 

航海３日超の船舶  事務室 

放された甲板
上) 暖房  換気設備 

洗濯設備 
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食料及び供食（第３．２ 規則 ） 

食料及び飲料水の供給 
次の要素を考慮した適当な量、栄養価、品質及び種類 
• 船内の船員の数

改正
船内の船員の数 

• 宗教上の必要及び文化的慣行 
• 航海の期間及び性質 

乗船中は無償供食部
訓練を受けた 

有資格者（18歳以上）

改正

供食部

多様な栄養の
ある食事 

衛生的な状態で準備 提供

有資格者（18歳以上）

衛生的な状態で準備、提供

船舶料理士  （船舶料理士の配乗を要しない船舶）

調理担当要員は訓練又は指導を受けること
（食料及び個人の衛生並びに食料の取扱い

及び貯蔵を含む分野） 

改正

船長の監督のもと、船内で頻繁な検査を実施、記録 
(a) 食料及び飲料水の供給

改正
改正 

(b) 食料及び飲料水の貯蔵及び取扱いのための場所及び設備 
(c) 食事の準備及び提供のための調理室その他の設備 
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船内及び陸上の医療（第４．１規則 ） 

改正

標準医療報告様式 
（船長、船内及び陸上
の医療要員が利用） 

改正

救急箱 
医学的助言 
（２４ｈ利用可能） 

寄港地で診察
を受ける権利  医療機器 

医療手引書 

船内
備置 

医師 
（人員１００人以上、３日間を超え
る国際航海 従事する船舶）

改正 

医療及び健康保護 

る国際航海に従事する船舶）

医療担当者/医薬品管理者 
応急手当担当者

1名 
応急手当担当者
（医師が乗船しない船舶） 

STCW条約による応急
陸上労働者の受
ける医療と同等 無償 予防措置を含む STCW条約による応急

手当の訓練を修了 
ける医療と同等
程度 

無償 予防措置を含む
（健康増進等） 
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健康及び安全の保護並びに災害の防止（第４．３規則 ） 

定期的に
• 加盟国は、関係労使と協議して安全衛生に関する国内的な指針を作成・公表

安全衛生に関する

定期的に
レビュー 

権限ある機関

加盟国は、関係労使と協議して安全衛生に関する国内的な指針を作成 公表
• 加盟国は、安全衛生に関する国内的法令・基準を制定 

国内法令

安全衛生に関する政策・プログラム 
の策定・実施・促進

権限ある機関

災害疾病を防ぐ予防措置 
（化学物質の有害性・危険な要素等） 

船内プ グ
災害疾病の詳細

災
害
・疾

特
定
の
危

つ
い
て
注

船内プログラム
災害疾病の防止 

安全衛生の継続的向上 

船長・一等航海士は計

災害疾病の詳細
な統計 

疾
病
報
告 

危
険
性
に 

注
意
喚
起 

危険な状況の検査・是正・報告 

船内災害の調査・報告 

船舶所有者・船員・その他関係者

船長 等航海 は計
画を実施する上で特別

な責任を有する 

遵守
船内安全委員会の設置 

名以上

船舶所有者・船員・その他関係者遵守

改正 

5名以上
の船舶 

０１ 



旗国の責任（第５．１規則） 

国際航海に従事する船舶特定の船舶に定期検査を実施（14項目）加盟国

条約の実施
に責任 

条約適用船舶 

国際航海 従事する船舶
（総トン数500トン以上） 

検査及び証明

第５．１．３規則 

合格した場合には海事労働証書を発給加盟国 
改正 

検査及び証明
の効果的制度

を構築 

第 規則

全船舶に立ち入り検査を実施（3年を超え
ない範囲） し、法令遵守を監督 

第５．１．４規則

公の機関又は他の団体 
① 検査を実施

改正 

① 検査を実施
② 証書を発給 
③ ①＋②の両方を実施 

加盟国は認定団体を監督⇒引き続き検査 証明に責任

他の加盟国の団体も認定可
能（当該国が認めた場合） 

加盟国は認定団体を監督⇒引き続き検査・証明に責任
認定団体の一覧はILO事務局へ送付 
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暫定海事労働証書（第５．１．３規則） 

発給対象船舶

改正 

• 新船を回航する場合 
• 船舶が旗国を変更する場合 
• 船舶所有者が新たな船舶の運航 

発給対象船舶 
有効期間：最長6月 

更新不可 
各国の状況を踏まえて判断 
（規定上発給を要しない） 

についての責任を負う場合

主管庁等
暫定海事 
労働証書

海事労働 
適合申告書

検査を実施 船舶所有者が証明 船長が以下のことに精通 主管庁に提出

労働証書

以下の事項が確認された場合に発給 

適合申告書 

1. 最低年齢 
2. 健康証明書 
3. 船員の資格 
4 船員の雇用契約

検査を実施 

この条約を遵守
するための適当
な手続を有して

船舶所有者が証明

•この条約の要件 
•実施のための責任

船長が以下のことに精通

関連する情報

主管庁に提出

4. 船員の雇用契約 
5. 職業紹介機関の利用 
6. 労働時間又は休息時間 
7. 配乗水準 
8. 居住設備 

な手続を有して
いること 

•実施のための責任

実行可能かつ合理的9. 娯楽設備 
10. 食料及び供食 
11. 健康・安全・災害の防止 
12. 船内医療 
13. 船内苦情処理手続

実行可能かつ合理的
な範囲で実施（簡易
な検査） 

13. 船内苦情処理手続
14. 賃金の支払 
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船内における船員の苦情処理の手続の概要（第５．１．５規則） 
【【権限のある機関権限のある機関】】 【【船舶所有者船舶所有者】】  

改正 

続 書

不利益取扱の禁止 

【【権限 ある機関権限 ある機関】】 【【船舶所有者船舶所有者】】

手続を定めた文書の写しの提供

船内苦情処理手続の整備船内苦情処理手続の整備

苦
情 海事労働条約

【【船長船長】】  
の
申
立 

の要件への違反 

海事労働条約 
の要件への違反 

苦情の申立 

【【海員海員】】  
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港における検査（第５．２．１規則） 改正 

船舶 
所有者 

是正措置 
航行停止 

又は差止め 
加盟国内 

入港  (a)証書の不存在、不備等 
(b)条約不適合の明白な根拠

⑨ 

⑩

条約適用船
舶（外国船） 

(b)条約不適合の明白な根拠
(c)条約の適用回避のための国 
  籍変更 
(d)条約不適合に係る苦情 

がある場合
⑤是正指導等 

⑥ 

⑧ 

⑩

寄港国
①初期検査  違反あり

③詳細検査 

是正期限を付して
船長の注意を喚起 
（是正を通告） 

苦情 重大な欠陥

航行停止 
又は差止め

寄港国 
当局 

①

•海事労働証書 
•海事労働適合
申告書 

違反あり

14項目の基準
適合性を検査 
（苦情の場合
は 当該苦情

苦情・重大な欠陥

•旗国労使代表に注
意喚起 
旗国代表に通報可

又は差止め 

•船員の安全、健康又
は保安に対して明ら
かに危険 

•重大な違反是正 
されず

②  ④ 
⑦ 

確認 
は、当該苦情
の範囲のみ） 

•旗国代表に通報可

•次港の当局に通報
可 

•違反の繰り返し 

違反なし 違反なし

⇒旗国へ通報 
されず

②  ④ 

終了 

違反なし 違反なし

軽微な不備 
⑥ 
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陸上における船員の苦情処理の手続の概要（第５．２．２規則） 
【 初期検査】 改正 

海事労働条約 
違反

• 海事労働証書及び海事労働適合申告書の確認 
• 船内苦情処理手続による解決が図られたかの確認 
• 関係者からの意見聴取 

【外国籍船船員】
違反

【苦情の申立】 
Y  N 

第第5.2.15.2.1基準各号に該当する違反基準各号に該当する違反  
（証書の不備、違反の明白な根拠等）があるか？（証書の不備、違反の明白な根拠等）があるか？  

詳細検査の実施  （適当な場合には） 
船内における苦情解決の促進要請 

【寄港地の権限のある機関】 

Y 
N 

第第5.2.1.65.2.1.6基準各号に該当する違反基準各号に該当する違反  
（重大又は繰り返された違反等）があるか？（重大又は繰り返された違反等）があるか？  

苦情は解決されたか？苦情は解決されたか？  

出航停止・差し止め  Y N

解決

苦情への対応義務 

守秘義務

解決
• 旗国への通報及び苦情解決のための助言・是正のた

めの行動計画要請 
• （旗国の関与を以てしても苦情が解決されなければ）寄港国におい

て 国際労働事務局長及び旗国の船主・船員団体に関守秘義務  て、国際労働事務局長及び旗国の船主・船員団体に関
連情報を通知 
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